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第３章 公共施設の現状 

 

１ 公共建築物 

 

本市が所有する公共建築物の延床面積の合計は187,402.1㎡で、住民１人

当たりの延床面積は6.1㎡となっています。全国平均の3.8㎡⑤と比較すると

1.6倍、本市と同規模である人口30,000人～50,000人の団体平均の5.2㎡⑤と

比較すると1.2倍となり、全国及び同規模団体の平均値を上回っている状況

となっています。 

資産種別ごとに延床面積を見てみると、学校の割合が最も高く、公共建築

物全体の30.3％、次いで公営住宅が25.4％、その他が11.5％という状況で、

学校と公営住宅の割合が全体の55.7％を占めています。その他の延床面積が

大きくなっているのは、廃校になった小・中学校や現在使用されていない旧

国民宿舎うずしお荘等が含まれていることによるものです。これらの施設の

解体・活用を計画的に行うことも保有施設の縮小を進める上で、重要になり

ます。 

また、今回の計画と関連するもう一つの重要な指標は、「有形固定資産減

価償却率」です。「有形固定資産減価償却率」は、固定資産台帳を整備する

ことによって算出することが可能な指標です。これは、「減価償却累計額／

取得価額」で算出され、資産が耐用年数に対してどの程度経過しているかを

見る指標となります。 

地方公共団体の平均は40％から60％程度で、本市の公共建築物全体の有形

固定資産減価償却率である58.8％は、他団体と同程度の償却率となっていま

す。面積割合の多い学校と公営住宅に着目すると、学校は48.5％とそこまで

高い数値ではありません。公営住宅は76.3％で公共建築物全体の数値よりも

高くなっています。また、延床面積は少ないものの、産業系施設・供給処理

施設の有形固定資産減価償却率は90％を超えており、限られた資金の中で、

これらの資産をどのように維持・更新していくかが課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 令和元年度公共施設状況調（総務省）  
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【図 3-1-1 公共建築物の内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

集会施設 5.2%

文化施設 3.0%

図書館 0.9%

博物館等 0.8%

スポーツ施設 7.2%

レクリエーション施設・観光施

設 1.0%

産業系施設 1.0%

学校 30.3%

その他教育施設 0.9%

幼保・こども園 0.6%

幼児・児童施設 0.5%
高齢福祉施設 1.0%

保健施設 0.5%

医療施設 0.2%

庁舎等 5.9%

消防施設 0.7%

その他行政系施設

0.4%

公営住宅 25.4%

公園 2.6%

供給処理施設 0.4%

その他 11.5%

延床面積

187,402.1㎡

集会施設 文化施設 図書館

博物館等 スポーツ施設 レクリエーション施設・観光施設

産業系施設 学校 その他教育施設

幼保・こども園 幼児・児童施設 高齢福祉施設

保健施設 医療施設 庁舎等

消防施設 その他行政系施設 公営住宅

公園 供給処理施設 その他
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【表3-1-1 公共建築物の内訳】（令和２年度末現在）             単位：㎡ 

資産種別 注1 面積 割合 
有形固定資産 

減価償却率 
主な施設 

集会施設 9,814.4 5.2% 56.9% 
公民館、文化福祉会館、中開作ふれあ

い文化センター、学習等供用会館等 

文化施設 5,606.3 3.0% 69.2% サンビームやない、アクティブやない 

図書館 1,663.5 0.9% 50.4% 柳井図書館、大畠図書館 

博物館等 1,511.3 0.8% 80.6% 町並み資料館、月性展示館等 

スポーツ施設 13,531.5 7.2% 52.6% 体育館、武道館、地区体育館等 

レクリエーション施設・

観光施設 
1,961.0 1.0% 63.8% 

都市農村交流施設、大畠観光センタ

ー、やない西蔵等 

産業系施設 1,790.9 1.0% 99.6% 
農業担い手センター、農村婦人の家、

やまびこふれあいセンター等 

学校 56,802.7 30.3% 48.5% 小学校、中学校 

その他教育施設 1,644.9 0.9% 72.5% 学校給食センター等 

幼保・こども園 1,126.4 0.6% 49.1% 保育所 

幼児・児童施設 923.1 0.5% 31.7% 児童クラブ 

高齢福祉施設 1,872.6 1.0% 71.2% 
老人憩の家、大畠総合センター、平郡

デイサービスセンター等 

保健施設 865.2 0.5% 77.0% 保健センター 

医療施設 379.2 0.2% 25.3% 平郡診療所、西出張診療所 

庁舎等 11,023.2 5.9% 74.2% 庁舎、出張所 

消防施設 1,225.8 0.7% 61.9% 消防機庫 

その他行政系施設 786.5 0.4% 81.2% 水防倉庫等 

公営住宅 47,656.8 25.4% 76.3% 市営住宅 

公園 4,820.9 2.6% 46.0% 
柳井ウェルネスパーク、石井ダム公園、 

レトロ市民交流広場等 

供給処理施設 777.8 0.4% 96.6% 不燃物処理場等 

その他 21,618.1 11.5% 63.4% 
斎苑、公衆用便所、職員住宅、駐輪

場、旧小中学校、旧うずしお荘等 

合計 注2 187,402.1 100.0% 58.8% 
 

注1 一般財団法人 地域総合整備財団「公共施設更新費用試算ソフト仕様書Ver.2.10（平成28年版）」を参考とし

た。 

注2 地方公営企業法の適用を受ける水道事業（水道事業・簡易水道事業）、下水道事業（公共下水道事業・農業集

落排水事業）に係るものを除く。  
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２ インフラ資産 

 

インフラ資産とは、住民の社会生活の基盤となる資産です。例えば、道路、

橋梁、上・下水道などが挙げられます。これらは、住民の生活や産業経済活

動を支えるために、必要不可欠な資産であり、インフラ資産の整備は、地方

公共団体の重要な役割の一つです。 

本市が所有する主なインフラ資産は、【表3-2-1 インフラ資産の状況】

のとおりとなっています。 

 

【表3-2-1 インフラ資産の状況】（令和２年度末現在）           単位：円 

インフラ資産 取得価額 減価償却累計額 
有形固定資産 
減 価 償却率 

道路・農道・林道 14,657,196,502 6,986,962,369 47.7% 

橋梁 8,308,272,525 5,745,775,362 69.2% 

上水道 注 3 8,235,750,386 3,207,123,081 38.9% 

下水道 注 4 
19,479,457,875 1,824,694,380 9.4% 

漁港・海岸保全施設 9,568,775,372 5,373,203,522 56.2% 

注 3 上水道は、水道及び簡易水道をいう。 

注 4 下水道は、公共下水道、農業集落排水、都市下水路等をいう。 
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３ 施設保有量の推移 

 

固定資産台帳を整備した平成26年度以降の公共建築物の保有量の推移は、

【図3-3-1 施設保有量の推移】【表3-3-1 施設保有量の推移】のとおりと

なっています。令和２年度の延床面積の合計は187,402.1㎡で、平成26年度

の187,771.4㎡と比較すると、369.3㎡減少しています。 

なお、平成29年度から平成30年度に一時的に延床面積が増加しているのは、

山口県より旧柳井商業高等学校の譲与を受け、その後旧校舎等の解体を行っ

た増減によるものです。市営駐車場事業会計施設については、平成29年度に

売却を行ったため、令和２年度の延床面積は皆減となっています。 

 

 

【図3-3-1 施設保有量の推移】（公共建築物） 
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【表3-3-1 施設保有量の推移】（公共建築物）                単位：㎡ 

資産種別 平成26年度面積 令和２年度面積 増減面積 増減率 

集会施設 8,998.1 9,814.4 816.3 9.1% 

文化施設 5,606.3 5,606.3 0.0 0.0% 

図書館 1,663.5 1,663.5 0.0 0.0% 

博物館等 1,888.9 1,511.3 △377.6 △20.0% 

スポーツ施設 13,942.4 13,531.5 △410.9 △2.9% 

レクリエーション施設・観光施設 2,224.3 1,961.0 △263.3 △11.8% 

産業系施設 1,924.8 1,790.9 △133.9 △7.0% 

学校 61,256.1 56,802.7 △4,453.4 △7.3% 

その他教育施設 1,509.9 1,644.9 135.0 8.9% 

幼保・こども園 1,124.9 1,126.4 1.5 0.1% 

幼児・児童施設 476.9 923.1 446.2 93.6% 

高齢福祉施設 1,872.6 1,872.6 0.0 0.0% 

保健施設 865.2 865.2 0.0 0.0% 

医療施設 275.3 379.2 103.9 37.8% 

庁舎等 11,924.8 11,023.2 △901.6 △7.6% 

消防施設 1,101.8 1,225.8 124.0 11.3% 

その他行政系施設 807.1 786.5 △20.7 △2.6% 

公営住宅 48,327.7 47,656.8 △670.9 △1.4% 

公園 4,889.7 4,820.9 △68.8 △1.4% 

供給処理施設 777.8 777.8 0.0 0.0% 

その他 15,813.4 21,618.1 5,804.6 36.7% 

市営駐車場事業会計施設 500.0 0.0 △500.0 皆減 

合  計 187,771.4 187,402.1 △369.3 △0.2% 

※増減面積には、施設の用途変更などにより、資産種別が変更になったものを含む。 

 

【増減面積・合計の内訳】                              単位：㎡ 

内  訳 面 積 備   考 

新規取得・会計換え 16,022.0 
「会計換え」は当初対象外としていた簡易水

道事業会計からの会計換えによるもの 

解体、売却、譲渡などによる削減 △16,128.2 
P17～20 

【表 3-5-1 公共建築物の削減実績】参照 

当初計画計上値の訂正（錯誤） △263.1  

合  計 △369.3  
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４ 有形固定資産減価償却率の推移 

 

平成26年度と令和２年度の有形固定資産減価償却率を比較すると、公共建

築物全体では3.8％増加しており、年平均にすると0.6％程度の増加となって

います。集会施設、学校、医療施設、市営駐車場事業会計施設については、

それぞれ老朽化している施設の建替えや不要施設の解体、売却などを行った

影響により、有形固定資産減価償却率が減少しています。 

インフラ資産では、橋梁は1.8％、漁港・海岸保全施設は6.2％増加してい

ますが、道路・農道・林道は10.3％、上水道は12.8％、下水道は49.2％減少

しています。 

道路・農道・林道については、平成29年度に山口県より農道の譲与を受け

たことにより、取得価額が60億円程度増加したことで、有形固定資産減価償

却率が減少しています。 

上水道、下水道のうち、簡易水道事業は平成29年度及び令和２年度に、公

共下水道事業・農業集落排水事業は令和２年度に地方公営企業法の適用を受

ける公営企業会計へ移行したことで、平成29年度及び令和２年度から新たに

減価償却を開始しているため、有形固定資産減価償却率は大幅に減少してい

ます。 

  



15 

【表3-4-1 公共建築物の有形固定資産減価償却率の推移】 

資産種別 

平 成 26年 度 

有形固定資産 

減 価償 却率 

令 和２ 年度 

有形固定資産 

減 価償 却率 

増  減 

集会施設 61.8% 56.9% △4.9% 

文化施設 56.8% 69.2% 12.3% 

図書館 38.4% 50.4% 12.0% 

博物館等 58.8% 80.6% 21.8% 

スポーツ施設 44.0% 52.6% 8.6% 

レクリエーション施設・観光施設 42.0% 63.8% 21.8% 

産業系施設 95.5% 99.6% 4.1% 

学校 49.6% 48.5% △1.1% 

その他教育施設 35.7% 72.5% 36.8% 

幼保・こども園 43.0% 49.1% 6.1% 

幼児・児童施設 24.9% 31.7% 6.8% 

高齢福祉施設 61.4% 71.2% 9.8% 

保健施設 66.5% 77.0% 10.4% 

医療施設 91.7% 25.3% △66.4% 

庁舎等 63.2% 74.2% 11.0% 

消防施設 58.5% 61.9% 3.4% 

その他行政系施設 57.0% 81.2% 24.2% 

公営住宅 67.3% 76.3% 9.1% 

公園 31.2% 46.0% 14.7% 

供給処理施設 85.0% 96.6% 11.6% 

その他 53.8% 63.4% 9.6% 

市営駐車場事業会計施設 99.2% 0.0% △99.2% 

合  計 55.0% 58.8% 3.8% 
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【表3-4-2 インフラ資産の有形固定資産減価償却率の推移】 

インフラ資産 

平 成 26年 度 

有形固定資産 

減 価償 却率 

令 和２ 年度 

有形固定資産 

減 価償 却率 

増  減 

道路・農道・林道 58.0% 47.7% △10.3% 

橋梁 67.3% 69.2% 1.8% 

上水道 51.7% 38.9% △12.8% 

下水道 
注5 

58.5% 9.4% △49.2% 

漁港・海岸保全施設 49.9% 56.2% 6.2% 

注 5 本計画策定当時、地方公営企業法の適用に向けて移行中であった公共下水道事業に関しては、固定資産台帳が

整備されていなかったため、数値が含まれていません。 
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５ 過去に行った対策の実績 

 

（１）公共建築物の削減 

平成27年度以降、解体、売却、譲渡などにより削減した公共建築物は、

【表3-5-1 公共建築物の削減実績】のとおりとなっています。 
 
【表3-5-1 公共建築物の削減実績】                    単位：㎡ 

実施年度 資産種別 施設名称 資産名称 削減面積 

平成27年度 学校 柳井小学校 体育館 1,712.3 

平成27年度 学校 新庄小学校 管理教室 527.0 

平成27年度 学校 新庄小学校 便所 12.0 

平成27年度 学校 平郡西小学校 便所倉庫 40.0 

平成27年度 学校 平郡西小学校 特別教室棟 22.0 

平成27年度 公営住宅 市営小木尾住宅 住宅 34.7 

平成27年度 公営住宅 市営大屋西住宅 住宅 28.9 

平成27年度 計 2,376.9 

平成28年度 学校 余田小学校 教室 392.0 

平成28年度 学校 余田小学校 管理特別教室 369.0 

平成28年度 学校 余田小学校 用務室 28.0 

平成28年度 学校 余田小学校 便所 33.0 

平成28年度 学校 余田小学校 便所 15.0 

平成28年度 学校 平郡東小学校 普通特別教室 133.0 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 事務室 191.6 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 事務室 96.2 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 倉庫 29.2 

平成28年度 庁舎等 新庄出張所 車庫 13.5 

平成28年度 消防施設 
伊陸1部2班 
消防機庫 

消防機庫 17.5 
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平成28年度 その他行政系施設 新庄水防倉庫 倉庫 16.5 

平成28年度 その他行政系施設 伊陸水防倉庫 水防倉庫 8.1 

平成28年度 公営住宅 市営国清住宅 住宅 128.1 

平成28年度 公園 黒抗川ダム公園 公衆便所 7.4 

平成28年度 計 1,478.0 

平成29年度 学校 余田小学校 給食配膳室 49.7 

平成29年度 学校 余田小学校 特別教室棟 2.6 

平成29年度 消防施設 
伊陸2部2班 
消防機庫 

消防機庫 19.4 

平成29年度 消防施設 
旧大畠5部 
消防機庫 

消防機庫 14.0 

平成29年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成29年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成29年度 市営駐車場事業会計施設 柳井駅前駐車場 立駐棟 488.8 

平成29年度 市営駐車場事業会計施設 柳井駅前駐車場 管理棟 11.2 

平成29年度 計 655.1 

平成30年度 
レクリエーション・観光
施設 

ふるさと市 
観光案内所 

案内所 30.8 

平成30年度 
レクリエーション・観光
施設 

ふるさと市 
観光案内所 

案内所 9.5 

平成30年度 学校 柳井小学校 倉庫 66.0 

平成30年度 消防施設 
伊陸1部2班 
消防機庫 

消防機庫 23.2 

平成30年度 その他行政系施設 宮本ポンプ場 ポンプ場 75.5 

平成30年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成30年度 公営住宅 市営山根住宅 住宅 34.7 

平成30年度 公営住宅 市営大屋西住宅 住宅 97.1 

平成30年度 公営住宅 市営宮の下住宅 住宅 31.3 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

プール管理棟 92.4 
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平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

プール浄化機械室 32.1 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

ボイラー室 18.1 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ教室 309.6 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ教室 562.7 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

便所 16.4 

平成30年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

クラブ部室 24.0 

平成30年度 計 1,458.0 

令和元年度 学校 日積小学校 渡り廊下 58.7 

令和元年度 学校 日積小学校 管理特別教室棟 787.0 

令和元年度 学校 日積小学校 渡り廊下 23.1 

令和元年度 学校 日積小学校 
給食配膳室・更衣
室・シャワー室 

28.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 管理教室棟 533.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 特別教室棟 133.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 管理棟 45.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 30.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 倉庫 33.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 4.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 31.0 

令和元年度 学校 伊陸小学校 便所 6.1 

令和元年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 232.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

普通教室 1,486.5 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

特別教室 2,075.7 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

屋外階段 31.5 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

本館 2,658.2 
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令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 165.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 153.0 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

体育館 1,300.9 

令和元年度 その他 
柳井商業高校 
跡地建物 

渡り廊下 19.5 

令和元年度 その他 平郡西浦住宅 居宅 30.1 

令和元年度 その他 
旧余田第2部 
消防機庫 

消防機庫 24.0 

令和元年度 計 9,888.3 

令和2年度 学校 伊陸小学校 便所 27.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 家庭科室 71.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 便所 8.0 

令和2年度 学校 伊陸小学校 倉庫 8.1 

令和2年度 学校 伊陸小学校 渡り廊下 32.0 

令和2年度 その他 
平郡診療所 
医師住宅 

住宅 107.6 

令和2年度 その他 
平郡診療所 
医師住宅 

車庫 18.2 

令和２年度 計 271.9 

合   計 16,128.2 
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（２）個別施設計画の策定 

本計画の策定に前後して、施設類型ごとの具体的な方針を定める計画と

して各種個別施設計画の策定を行っています。策定済みの個別施設計画は

【表3-5-2 策定済みの個別施設計画】のとおりとなっています。 

 

【表 3-5-2 策定済みの個別施設計画】 

計 画 名 担当箇所 策定年度 

柳井市公共施設等総合管理計画個別施設計画 財 政 課 令和２年度 

柳井市学校施設長寿命化計画 教 育 総 務 課 令和元年度 

柳井市公営住宅等長寿命化計画 都市計画・建築課 平成24年度 

柳井市都市公園施設長寿命化計画 

（柳井ウェルネスパーク・茶臼山古墳歴史の広場） 
都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市都市公園施設長寿命化計画 

（その他の都市公園） 
都市計画・建築課 令和２年度 

柳井市道路舗装個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市道路法面個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市道路照明個別施設計画 
土 木 課 

都市計画・建築課 
令和２年度 

柳井市大型カルバート個別施設計画 都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市新庄横断歩道橋個別施設計画 土 木 課 平成30年度 

柳井市中央歩道橋個別施設計画 都市計画・建築課 平成30年度 

柳井市農道施設個別施設計画 経 済 建 設 課 平成29年度 

柳井市林道施設個別施設計画 経 済 建 設 課 平成29年度 

柳井市橋梁個別施設計画 土 木 課 令和２年度 

柳井市漁港機能保全計画 経 済 建 設 課 
平成24年度～平成27年度 

令和２年度 

柳井市漁港海岸保全施設長寿命化計画 経 済 建 設 課 
平成27年度～平成29年度 

令和元年度～令和２年度 

柳井市水道ビジョン 水 道 課 平成26年度 

柳井市水道事業老朽管更新計画 水 道 課 平成26年度 

柳井市公共下水道事業 

ストックマネジメント計画 
下 水 道 課 令和２年度 

柳井市地区最適整備構想（農業集落排水） 下 水 道 課 平成28年度 
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（３）公営企業会計への移行 

施設の老朽化に伴う更新投資の増大、人口減少に伴う料金収入の減少な

どの経営環境の変化に適切に対応し、将来にわたって安定的に事業を継続

していくことを目的として、簡易水道事業は平成29年度及び令和２年度に、

公共下水道事業及び農業集落排水事業は令和２年度に、地方公営企業法の

適用を受ける公営企業会計へ移行しています。 

  


